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行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律および関連法令（社会保障・税番号制度）に基づき、国に設置される中間サーバと各業
務システム（住記、税、福祉等）をつなぐ統合宛名システムの開発・運用をおこなう。
統合宛名システムと連携する業務システム担当課との調整等を行い、システムの確実な導入を行う。
中間サーバは、国の情報提供ネットワークシステムと統合宛名システムとの情報連携などを担う仕組みであり、国において整備・運用が行われ、各地方公共団体でも
機能を活用することから整備及び運用に係る費用を負担する。

基本
方針

15,555

12,36338,934

14,715

6,650

根拠法令

目的（どのような効果を目指して実施しているのか、具体的に）

決　　　算　（見込み含む）

人）人） （

平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

04-2998-9036
担
当
部
課

②
事
　
業
　
の
　
概
　
要

関連・類似事業

行政手続きにおける特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律　等

部課コード 020400 ℡

法定受託＋附加

事業コード
個人番号制度対応事業

平成 28年度事務事業評価表（一般用）　　　　　

020406

①事務事業名

終了年度 年度

ＩＴ推進課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 情報化政策グループ

■ □ □

年度

6

→ 平成28

事業の種別

行政経営節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

平成２５年５月に行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（いわゆる番号法）を中心とする関係法令が制定
された。これに対応するため、業務システムが保有している宛名情報を統合管理する統合宛名システムの導入・運用と、国に設置される中間
サーバの整備・利用を行う。

総合計画の体系 章 行財政運営 ＩＣＴを効率的に活用した市民サービスの向上

システム

システム

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26年度対象（誰を、何を対象としているのか）

対象数
年度

単位

52,145

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

社会保障・税番号制度の対象となるシステム 平成

③
事
　
業
　
の
　
内
　
容

行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律および関連法令に基づき、制度の確実な導入及び運用を行う。

予算現額

27

その他（　　　　　　　　　　） ）

6

53,649

人） （

0.60人 5,196

≪会計種別≫ 一般会計

国・県支出金

17,115

一般財源

平成 26 年度

（

28

0

（

27 年度平成

10,465

（千円） 年度 （千円）

27,918

6,650 48,453

（千円） 平成

％

事業費合計

正規職員人件費

人）

1.20人

連携対象システムの検討
中間サーバへデータ連携するシステム
の検討実施数

6

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています

 
 
⑥
成
果

6

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

開発状況 統合宛名システムの開発の進捗割合

％ 達成率 　　***** 　　*****

　 項目名 項目説明

成果指標 連携完了システム数

継続

各業務システムとの連携テストを実施し、総合運用テストに向けた準備、運用テストを
行っていく。

0

実 績 0 0

中間サーバとの連携テストを完了し、運
用開始するシステム数

目標達成状況

現状
維持

その
他

拡大 縮小

⑦
改
善
点

⑧
評
　
　
　
　
価

評
価

今
後
の

方
向
性

事業実施方法
(複数選択可）

ＩＴ推進課長　浦山　克巳

終了

次年度予算

評価日 H28.8.1 評価者職氏名

理由

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

現状
維持

理由拡大 縮小

無

有
コンピュータ機器の増加

規制を受ける環境法令等

緊急事態

(2)今後の方向性

平成２８年度をもってシステム構築を終えるため、今後は、他の機器等同様に
維持管理を行うこととなる。番号制度業務そのものは、各所管課にて業務を
推進していくこととなる。

番号制度対応に向けて各システムの改修を行った。
中間サーバのテスト稼働が始まり、通信に必要な設定を行った。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

―

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化


